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「三田学会雑誌」93卷 1号 （2000年 4 月）

国際寡占競争と環境政策：動学ゲーム分析*

柳 瀬 明 彦

1 は じ め に

地球温暖化問題をはじめとする地球規模の環境問題は，その影響が時間的にも空間的にも広がり 

を持つことがその最大の特徴である。温暖化問題を例として考えると，ある場所で発生した温室効 

果ガスは，時間を通じて蓄積し，将来の経済活動などへ重大な影響を及ぼすと考えられる。また， 

その影響は発生した場所や国にのみならず，世界全体に広がる。このような性質を地球環境問題が 

持つことを踏まえた上で，各国の政府がどのような対応をしていくかは，極めて重要な政策課題で 

あり， また同時に極めて困難な問題である。この問題に関する先駆的研究であるMarkusen (1975 

a, D；において， “limited ability of one government to intervene in the internal affairs of 

another country” と既に述べられているように，その困_ さの根本的な原因は，各国政府が外国 

企業による環境悪化をもたらすような経済活動に対して直接の介入が行えない点にある。直接の介 

入として各国の政府が実施できるのは，環境汚染を減らすために自国の企業に対して環境政策を強 

化することになるであろうが，それによって自国企業の国際競争力は影響を受ける可能性がある。 

それに加えて，環境改善の効果は他の国にもスピルオーバーするため，外国は環境政策のコストを 

支払うことなく便益を受けることが可能となる。前者は短期的な経済的利益に関わるものである一 

方，後者は一種の「国際公共財」である地球環境の長期的な管理の問題であると言える。本稿は， 

このような環境政策の国際的波及についての短期的および長期的側面を，理論モデルを用いて考察

* 本稿の執筆にあたり，数々の指導と助言を下さった大山道広教授と白井義昌助教授に深く感謝いた 

します。なお本稿は，筆者が統計研究会「金融班」コンファランス（於江ノ島）および環境経済•政策 

学会1999年大会（於立命館大学）にて報告した論文を加筆•修正したものであり，旧稿に対しては柳川 

範 之 （東京大学)，古澤泰治（横浜国立大学)，山本充（小樓商科大学)，藤田壮（大阪大学）の諸先生 

方ならびに本誌レフニリーから数多くの貴重なコメントを頂きました。この場を借りてお礼申し上げ 

ます。もちろん，ありうべき誤りは全て筆者に帰すものであります。
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するものであるo

地球環境問題が，ストック効果を持つ（負の）国際公共財としての性質を持つものである，とい 

う点に着目し，いかにして各国が環境政策を実施していくかを分析した研究として， Dockner and 

Van Long (1993)， Van der Ploeg and de Zeeuw (1992)， Hoel (1993)などが挙げられる。彼等の 

研究では主に，各国が自国の利益のみを追求した場合の非効率性と，その非効率性を解消するため 

の国際協調のあり方に焦点が当てられている。しかし，彼らの研究では，財や資本の国際的な取引

がない閉鎖経済下で，各国の代表的個人が財の消費量したがって生産量の時間経路を選択すること
(1 )

で汚染を直接コントロールするような，きわめて単純なモデルを想定している。そのため， 国際 

市場での企業間の競争や政府による環境政策の企業行動への影響といった重要な側面が無視されて 

いる。この点に関して本稿では， Brander and Spencer (1985) タイプの国際寡占競争を動学的な 

政策ゲームに導入することで，これまで先行文献で十分に議論されてこなかった，環境政策と国際 

競争力との関係にも焦点を当てる。環境政策が国際競争力に及ぼす影響は，環境汚染をもたらすよ 

うな工業製品の輸出国にとって特に深刻であると考えられる。その意味において，自国企業と外国

企業が第三国市場で寡占競争を行うというB rander-S pencerモデルによる分析は，単純でありな
( 2 )

がらも問題の本質を捉えるのには十分であるといえる。

本稿では，各国政府は環境政策の手段として汚染排出税もしくは汚染排出量の直接規制を用いる 

と仮定し，それぞれのケースにおける環境政策の長期的な環境水準および各国の経済厚生に及ぼす 

影響を分析する。最初に述べたように，地球規模の環境悪化を防止するために自国政府が環境政策 

を強イ匕した場合，自国企業にとっては環境改善のための費用が増加するため，外国企業の国際競争 

力が高まる（市場レント収奪効果)。また，自国企業による汚染排出量の削減により，外国は環境政 

策のコストを支払うことなく便益を受けることが可能となる（政策のただ乗り効果)。これらの2 つ 

の側面で，外国は自国の政策変化を戦略的に利用して利益を得ることになる。各国が国益を追求す 

る場合，他国によるこのような戦略的な行動を考慮に入れて政策を決定するため，各国が実施する 

環境政策は社会的に最適なレベルから歪められることになる。ただし，環境政策の手段によってそ 

の効果には違いが見られる。この結果は， Baumol and Oates (1988)にまとめられているような， 

「不確実性の存在しない完全競争市場においては，課税と直接規制は同一の経済効果をもたらす」 

という命題とは異なる。この違いは，各国企業が寡占的に行動しており，また各国政府が非協力的

( 1 ) Xepapadeas (1995)は，財や資本の国際移動を考慮に入れた汚染コントロールの動学ゲームを 

分析しているが，代表的個人が消費量や生産量を直接コントロールするモデルである点に変わりは 

ない。

(2 )  Brander-Spencerモデルを環境政策の議論に応用した既存研究として， Barrett (1994) や 

Conrad (1993)， Ulph (1996a，b ) などが挙げられる。ただし，彼等の議論は温暖化のような越境 

的な汚染ではなく地域的な環境問題を想定しており，また静学モデルによる分析である。
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に行動していることに因るものである。環境政策の国際協調が実現される場合には，排出税と排出 

量規制の効果は同一となる。これは，前述の戦略的効果が存在せず，環境ダメージを正しく反映し 

た環境政策が排出税であっても排出量規制であっても実現するからである。

本稿は以下のように構成される。まず次節において，Brander-Spencerタイプの国際寡占競争 

モデルに環境政策を導入し，環境政策の水準を所与とした下での短期的なクールノー競争の結果を 

述べる。第 3 節では，政府間の環境政策の動学ゲームを導入する。各国政府は，排出税と排出量規 

制のいずれかを政策手段として用いて環境政策を実施する。それぞれの政策手段を用いた場合の政 

策ゲームのナッシュ均衡が導出されるが，この節ではナッシュ均衡の定性的な性質が検討される。 

続く第 4 節において，線形の需要関数と2 次の費用関数を仮定して，政策ゲームの均衡を計算によ 

り求める。そして，それぞれの均衡における環境の質および各国の厚生水準を排出税と排出量規制 

とで比較する。第 5 節は各国政府が環境政策に関して国際協調を行った場合の結果を述べる。第 6 

節で本稿のまとめを行う。

2 モ デ ル

自国，外国および第三国から成る世界経済を想定する。 自国および外国にはそれぞれ企業が1 社 

ずつ存在する。各企業は同質的な財を生産し，そのすべてを第三国市場に輸出している。第三国で 

は生産は行われないものとする。 自国企業，外国企業の生産量を，それぞれ :^ ，ルとし，環境対 

策が行われない場合の各国企業の利潤（収入ど生産費用の差額）を が (x丑，む )，ト が ，厂で表す。関 

数 が ( •，•）は，R } > 0 ,  R h < 0 ,  R h < 0 を 満 た す も の と す る 。 さらに， 三R hhhR fff

— を仮定する。

各企業は，財の生産に伴って汚染物質を排出する。排出された汚染は国境を越え， また時間を通 

じて蓄積することにより，地球規模の環境汚染をもたらす。単位を適当に取ることにより，汚染排 

出係数（財の生産1単位当たりの汚染物質の排出量）を 1 に定める。環境悪化を防ぐために，各国政府 

は国内企業に対して，S拙税あるいは排出量規制のいずれかの形で環境政策を実施する。一方，企

( 3 ) 前節で既に述べたように，以上の仮定は環境政策が国際競争力に与える影響に関して，結論を明 

確にするために置かれたものである。輸出国が財を消費する，あるいは各国内に2 社以上の寡占企 

業が存在する，といったより現実的な仮定への変更は，得られる結論に対して本質的に新たな情報 

を与えるものではない。

( 4 ) 以下の分析でも同様に，添え字のがは自国の変数，F は外国の変数を，それぞれ意味する。

( 5 ) 関数がの下付きの添字は，各国企業の生産量による偏微分を表す。例えば，R \三 dlVldxu m 三 

沿̂ /次ら•などである。

( 6 ) この仮定は，後述のク一ルノ一 = ナッシュ均衡の一意性と安定性を保証するためのものである。 

例えば， Conrad (1993)を参照。
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業には排出を抑制する技術があるとする。これにより，各企業は生産量を減らすことなく汚染排出 

量を減らすことが可能となる。 / 国企業がル•単位の汚染排出を防止するための費用をG (の）で表 

す。この費用関数について， C :>0， C ? > 0 を仮定する。，時点における汚染のストックをs ( 0 で 

表すと，汚染の時間を通じての変化は以上の仮定から，

S  [ x M - a m - d S d l  S(0) = So>0 (1)

で表される。ここで，さe [ 0 ，l ] は， 自然による浄化作用の大きさを表している。

企業がどれだけ排出抑制努力を行うかは， どのような環境政策がどれだけの規模で実施されるか 

に依存する。環境汚染の蓄積の程度およびそれによる被害の大きさに関して，通常，政府は民間企 

業に比べて多ぐの情報を持っていると考えられる。本稿では単純化のため，各国企業は環境汚染に 

関わる情報を一切持たず，知りうるのは各時点における需要，費用構造および政策変数の値のみで 

あると仮定する。さらに，各企業は環境汚染それ自体から生産性の低下などの影響を受けないと仮 

定する。以上の仮定により，各企業は近視眼的に行動し，排出防止費用を考慮に入れた短期利潤を 

最大化Tするように各期の生産量および排出削減量を決定する。一方，政府は企業行動および汚染の 

規模や被害状況などに関して十分な情報を持っており，長期的視野に立って環境政策を実行する。 

具体的には， （1)式で表される汚染の蓄積経路を考慮に入れた上で，将来に亘る経済厚生（後で定
(7 )

義する）を最大化するように政策手段の時間経路を決定する。つまり，各時点は 2 段階ゲ ー ム （第 

1段階では政府間の政策ゲーム，第 2 段階では企業間のクールノー競争が行われる）で特徴付けられ， 

政府はこのゲームの構造，市場構造，および企業の技術に関して正しい情報を知っているものとし 

て，排出税率や排出量基準をコントロールしていく。

政府間の環境政策ゲームの記述に入る前に，以下ではまず，与えられた環境政策の下での企業の 

短期利潤最大イ匕行動とクールノー = ナッシュ均衡について述べよう。

2 . 1 排出税下のクールノー = ナッシュ均衡

自国政府および外国政府は国内企業に対し，ネットの排出量OCi— 山にそれぞれてH，てF の排出税 

を課す。 したがって，各国企業は，排出税率および相手企業の決定する変数を所与として，環境対 

策費用も考慮に入れた利潤

7Ti=Ri(xHy x F) — Ci(ai) — Ti• (xi — az) y i = H y F

を最大にするように，生産量X i と排出削減量c u を決定する。利潤最大化条件は，内点最適を仮定

( 7 ) 各国政府は同じ政策手段を用いる，すなわち，例えば一方の国が排出税，他方が排出量基準を用 

いることはないものとする。
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すると，

R i( x Hy X f )  = t u (2)

Ci(az) = Tt (3)

で表される。（3)式から明らかなように，各国企業の排出削減量はその国の政府が設定する排出税 

率のみに依存するので，こ れ を ル あ (zv)と書くことにしよう。（3)式を全微分することにより， 

名= 1 /C ? > 0，つまり自国の排出税率の上昇は自国企業の排出削減努力を促進するという結果を得 

る。一方 (2)式は，各国企業の最適な生産量がその国の排出税率とともに相手国の生産量にも依存 

していることを意味しており，したがってこの式は各国企業の生産量反応関数を定義する。両企業 

の反応曲線の交点がクールノー = ナッシュ均衡であり，それは両国の排出税率に依存する。クール 

ノー = ナッシュ均衡生産量をデ(ひ，z>)で表そう。均衡の一意性および安定性を仮定すれば，

昏 警 く 。， * = - 警 > 。， m ’ F ， _

を得る。つまり，自国の排出税率の上昇は自国企業の生産量を減らし，外国の排出税率の上昇は自 

国企業の生産量を増やすことがわかる。排出防止努力に関しては仏はrパこ依存しないので，自国 

のネットの汚染排出量は，自国の排出税率の上昇によって減少する一方，外国の排出税率の上昇に 

よって増加する。

2 . 2 排出量規制下のクールノーニナッシュ均衡

自国政府および外国政府は，国内企業が排出できる汚染の上限をそれぞれ& ，みに定める。各 

国企業は，課された排出量基準および相手企業の決定する変数を所与として， f t k ムールの制約下 

で，環境対策費用も考慮に入れた利潤

7Ti=Rt(xH, x F) — Ci(ai), i = H ,  F

を最大にするように，生産量ふと排出削減量ルを決定する。排出量の制約が拘束的であり内点最 

適が成立すると仮定すると， ムールより，利潤最大化条件は

R ^ x h , x F) =  Ci{ x i— 6i) (4)

で表される。（4)式は，各国企業の反応関数を定義する。したがって，クールノー = ナッシュ均衡 

生産量はが( & ，ル）となり，各国政府の設定する排出量基準に依存する。比較静学を行うと，

M L -  C m 厂  C D  、n 超 — C7Rh  ご n
ddt — a - c rhRFFF- c ^ r hhh+ c k c i ’u， d6j ~ ~ n - d - c ^ r hhh+ c u くu

を得る。また， ルより，各国企業の汚染削減量もまたが( & ，ル）と，両国の排出量基準に
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依存し，

d a 1 _ q - 2 a m j —c m \ i + 2c k c t^ n く0
ddi  CL — C hR ff ~  C fR hh +  C hC f ’ ddj  ddj

が成立する。っまり，自国の排出量基準の強化（汍の減少）は，自国企業の生産量を減らし，排出 

防止努力を促す。一方，外国の排出量基準の強化は，自国企業の生産量を増やすが，自国企業に課 

された排出量基準が一定ならば，これを守るために自国企業は排出防止努力を高めることになる。 

以上の結果は排出税のケースと異なるが，この違いが次節以降に述べる政府間の政策ゲームの結果 

に影響を及ぼすことになる。

3 政府間の政策ゲーム

本節では，自国政府と外国政府との間の環境政策ゲームを定式化する。前節で見たように，各国 

の環境政策は各企業の生産量および汚染削減量に影響を及ぼすが，この影響は，企業の短期的な利 

潤の変化とともに⑴式の右辺で表される汚染フロー量の変化という形で現れる。財は専ら第三国 

によって消費されるので，各時点での厚生は，環境対策費も考慮に入れた企業の利潤と地球規模の 

汚染からの不効用，S拙税のケースではそれに税収を加えたもの，から成る。各国における汚染か 

らの不効用は，環境ダメージ関数A .(s)，ZX>0，の？>0，で表される。また，両国の政府はとも 

に共通の割引率r > 0 をもっと仮定する。以上の想定の下で，各国の政府は相手国の政策変数を所 

与として，（1)式の制約下で無限の将来に亘る厚生の割引現在価値を最大にするように，政策変数

をコ ン トロールしていく。

このような微分方程式の制約下の動学ゲーム，いわゆる微分ゲーム（differential game) の理論 

を経済学に応用した文献の多くにおいて，各プレイヤーはオープン• ループ（open-loop) 戦略かフ 

ィードノくック（f e e d b a c k )戦略を用いると仮定されている。本モデルの場合，前者は，各国政府 

が排出税率あるいは排出量基準の将来に亘る全ての値をゲームの開始時点で決定することを意味す 

る。これに対し後者においては，各国政府は各時点において状態変数である汚染ストックの水準に 

依存して環境政策を決定する。部分ゲーム完全性は，後者のようなフィードバック戦略を各国政府 

が用いる時に満たされる。また，本モデルでは政策ゲームが無限期間続くと仮定しているので，各 

国政府の戦略は時間に依存しない定常的なものとなる。したがって，この政策ゲームで求める均衡 

は，定常フィードバック•ナッシ 均 衡 （stationary feedback Nash equilibrium，SFNE) である 0 

一般にS F N E を求めるのは困難であるため，本節ではまずS F N E が満たす定性的な性質にっいて 

議論する。次節においては，閨数形を特定化した下でS F N E を実際に解き，排出税と排出量規制 

との比較について考察を加える。
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3 . 1 排出税ゲーム

各国政府が排出税率を政策変数としてコントロールする場合， ⑴式は

S ( t ) =  2  [ x z'(r//(0, rF( t ) ) -  a i ( z i ( t ) ) ] - d S ( t )  (5)

と書き換えられる。また，各国の厚生の割引現在価値は

W i=  f  e -rt[免(TH( t )，TF( t ) ) -  C i ( r i ( t ) )—D i ( S ( t ) ) ] d t， i = H ,  F  (6)

で表される。ただし，R K th, tf ), x f( tH) tf )), Cz(zv)三G•(あ(rv))である。排出税

ゲームの定常フィードバック • ナッシュ均衡戦略は，各 / 厂に対して， rv(S) が相手の決定ル 

一ルを所与として⑸式の制約下で (6)式を最大にするような決定ルールの組（む(S )，rF( S ) ) で定義 

される。

フィードバック•ナッシュ解は，動的計画法によって求められる。各国の（6)式の最大値として定 

義される価値関数（value fu n c t io n )を V K S)で表すと， K ( S )は以下のハミルトン= ジャコビニ 

ベ ル マ ン （HJB) 方程式

r K (S )= m a x { ^ z'(rz-, r , ( S ) ) - Q ( n ) - A ( S ) +  H S ) E ( tu rXS))},

E ( r iy t j { S ) ) ^ x % t u o ( S ) ) -あ(rv) + が (zv, T j ( S ) ) - a j ( T j ( S ) ) - S S ,  i , j = H ,  F , j 半i

を満たす。この排出税ゲームにおけるS F N E を求めるには，任意の S について（7)式と，境界条 

件

U m e - ^ V i i S i t ) ) ^ ,  i = H , F  (8)

の両方を満たすような戦略の組（む(S )，tf( S ) ) を見つければ良い。

(7)式の右辺は，内点最適を仮定すると

dTi + Hs) d r ' 把 名dli dli (9)

と書き換えられる。各国政府は環境政策の策定に際して，現在の経済的利益か将来の環境改善かと 

いうトレードオフに直面している。つまり， 自国の排出税率の上昇は，現在の自国企業の利潤を減 

ら す （左辺第1 項）一方，汚染の減少を通じて将来の厚生を改善させる（第 2 項)。最適な状態は， 

両者がちょうどつり合う点において達成される。 （9)式は，このことを意味している。

S F N E における均衡排出税率を（む(S1)，z > (S ))とする。（r//(S)，z> (S ))は，各 i = H ，F にっぃて 

(9)式を満たす。H J B方程式 (7)に包絡線定理を適用すると，
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- V 7 ( S ) E ( th(S), rF( S ) ) = ^ ~  rズS ) —汉•⑶  +  F;•⑶ k •⑶ r ;(S ) - ト  r ] (10)

を得る。ただし，

e A S ) = - ^ x i(rH(S )y z>⑶ ) + 長 が (ひ ⑶ ，z>(S))_  ぁ(r,• ⑶ )

は，メ国の排出税率の変化がもたらすネットの汚染排出量の変化の大きさである。（10)式は，オイ

ラー方程式の閨係を示しているが，その解釈は経済学的に重要である。（10)式の左辺は，汚染スト
〜 ( 8 )

ックのシャドー• ヴァリューV ^(S )の変化率であるが，これは右辺の3 つの項に分解される。汚染

ストックの増加は，環境ダメージの増大によって自国の厚生を悪化させる（右辺第2 項)。しかし，

各国は環境政策の強化によって環境を改善させようと努めるだろう。自国の排出税率の上昇は，

(9)式の成立により t?；•への影響が相殺される。これに対して，外国の排出税率の上昇は次の2 つ

のルートを通じて自国に便益をもたらす。まず，外国の排出税率の上昇は外国企業の費用を増大さ

せることにより自国企業に競争上の優位をもたらすが，この効果は第1 項に表されている。次に，

第 3 項におけるeズS ) rズS )は外国の排出税率の上昇が世界全体の汚染フローを変化させることを

意味しているが，これはさと同様の効果を持つことに注意したい。さは自然の浄化率であるが，

eズS ) rズS ) は外国の環境政策がもたらす「人工的」な浄化率であると解釈される。環境の浄化率の

上昇は，現在の汚染ストックの増加がもたらす来期以降の厚生への影響を低く抑える。自国はこの

意味においても，外国による環境政策の強化によって恩恵を受けている。以上の2 つの効果が，汚

染ストックの変化がもたらす，純粋な環境ダメージ以外の自国の厚生への影響である。どちらも，

外国の政策変化を戦略的に利用して利益を得る効果であり，前者は不完全競争下の貿易•産業政策

の議論における「レント収奪効果（rent capturing effect)」に対応し，後者は地球環境という国際

公共財の供給に関する「ただ乗り効果（free riding effect)」であるといえる。逆の見方をすると，

外国にとっては，自国がこのような戦略的な行動をとることを考慮に入れて政策を決定する必要が

ある。したがって，排出税率は社会的に見て最適なレベルから歪められることになる。

3 . 2 排出量規制ゲーム

各国政府が排出量基準を政策変数としてコントロールする場合，⑴式は

s(t)=eH(t)+eF(t)-ds(t) (11)
と書き換えられる。また，各国の厚生の割引現在価値は

(8 ) なので，- f r ( 外 =  を得る。

226——



- V rI ( S ) E ( 0 H( S ) , 6 F(S))-- の(S) —iX (S )+  V t S ) m S ) - S - r ] ,
(15)

E(Oh(S),  dF( S ))三 dH(S)  +  dF( S、一dS

+  F ；(S )= 0  (14)

を得る。 （15)式もまた排出税ゲームの場合の同様に，汚染ストックの増大が環境ダメージの増大に 

よって自国の厚生を悪化させる効果（右辺第2 項）以外に，外国の環境政策の変化による市場レン 

ト収奪効果（第 1 項）と政策のただ乗り効果（第 3 項）という戦略的効果から成る。 しかし，レン 

ト収奪効果において，汚染ストックの増加による環境被害を食い止めるために外国政府が外国企業 

にとっての排出量基準を厳しくすることにより， 自国企業の生産利潤は増大する一方で自国企業は 

排出防止努力の水準を上げるために費用が上昇するという点が，排出税のケースと異なっている。 

また，ただ乗り効果に関しては，外国が排出量基準を厳しくした場合の「人工的」浄化率において

と書き換えられる。 （14)式の解釈は，排出税ゲームにおける（9)式のそれと同様だが，第 2 項が異 

なることに注意したい。各国が排出税を政策手段として使用する場合， 自国の排出税率の上昇によ 

る汚染排出量の減少分のうち一部は，外国企業の生産増大による排出量の増加分によって相殺され 

るが，排出量規制の場合にはこのようなことは起こらない。 というのも，外国の排出量基準が変化 

しない限り， 自国の排出量基準の変化によって外国企業の汚染排出量は変化しないからである。

S F N E における均衡排出量基準を (& ⑶ ，eF( S ) ) とする。(& ⑶ ，eF( S ) ) は，各 i = H ,  F につ 

いて（14)式を満たす。H JB方程式 (13)に包絡線定理を適用すると，オイラー方程式

Wi= f  6 ィ ，[ だ ( & ⑴ ，ル ⑴ ) 一 C z ( & ⑴ ，み ⑴ ) — ⑴ ) ] 成  i=H,F  ( 1 2 )

で表ざれる。ただし，R \ d H, dF) ^ R \ x H{dH, 6f), x f( 6h , 6f)), & )三G ( デ(& ，み)）であ

る。排出量規制ゲームの定常フィードバック • ナッシュ均衡戦略は，各 卜 が ，F に対して， ft(S) 

が相手の決定ルールを所与として（11)式の制約下で (12)式を最大にするような決定ルールの組 

(& (S )，& ( S ) )で定義される。

排出量規制ゲームのS F N E は，S拙税のケースと同様に求められる。各国の価値関数を只 (S) 

で表すと，H J B方程式は

r K ( 5 ) -m a x { ^ ( f t ,  —ひ (ft, A (5 ) +  F ；( S ) [ f t + i J = H y F, jヰi

(13)

で表される。 （13)式の右辺は，

d c {
dOjddj

d c {
ddiddi
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は，排出税率ゲームの場合のような自国企業の排出増加という相殺的な効果は発生しない。

4 linea r-quad ra t icケースにおける厚生比較

前節までの分析において，国際寡占競争に直面する企業を擁した国々が自国の厚生最大化を目指 

して環境政策を実施する場合の動学的な政策ゲームについて，ナツシュ均衡の定性的な性質を検討 

してきた。各国の環境政策は，市場レントの収奪と政策のただ乗りという2 つの戦略的要因によっ 

て歪められるが，各国が用いる環境政策の積类頁によって，その程度は 一^般に異なることか確かめら 

れた。本節では，関数を特定化してそれぞれのケースにおける政策ゲームのS F N E を実際に求め， 

各国にとって排出税と排出量規制のどちらがより望ましい政策手段であるかを検討する◦

自国と外国は選好および企業の技術において，まったく同一であると仮定しよう。第三国市場の 

逆需要関数と各国企業の生産費用関数はともに線形で，それぞれ泛ー(れ + 办）およびアムで表さ 

れ る （ただし泛 > ア> 0 )。 したがって，各国企業の生産利潤はW t e /，取）= 0 —办一办 )ぬ，ひ三泛 

ーアとなる。排出防止費用関数および環境ダメージ関数は2 次_ 数で，それぞれ G U )  = か^ /2, 

A (S )  = 辟 2/ 2 で与えられる（表バ> 0 ) とする。

排出税率が与えられた場合の，国際寡占市場におけるクールノーニナツシュ均衡下の生産量およ 

び排出防止努力水準は

も= ひ- 兮 + 立， i J = H ,  F, j 半i

と求められる。また，排出量基準が与えられた場合は

— ひ(4  +  l)  +  0lX4 +  2)ft•—ft] _  a((f) + l ) - (2( f )  + 3)6i-( f )6j  • • u  p  •辛.
x  产 (^  +  1X0 +  3) J ai— (《 +  1X4 +  3) ， h ] バ，ハ ] 1

となる。以上の結果は，各時点における各国の純便益が政策変数に関して2 次関数となることを意

味している。環境ダメージ関数が2 次関数であることも考慮に入れると，この微分ゲームは多くの
(9 )

経済モデルにおいて仮定されているのと同様に，linear-quadraticの構造を持つことになる。 した 

がって，それらのモデルと同様の手法を用いてS F N E を求めることができる。 目的関数が2 次関 

数であることから，価値関数もまたS について2 次関数であると推測される。両国は対称的なの 

で， W (S )=  V f { S ) = A t S 2I2 jt B t S  +  C r ,1^/(5)— V f { S ) = A oS 2 1 2 ^ BeS  +  としよう。たたし，

価値関数の各パラメタ一はH J B方程式 (7 )あるいは（13)を満たす未定係数であり，これらの値は 

補論で導出される。このことはまた，S F N E における均衡排出税率および均衡排出量基準が汚染 

ストックの線形閨数であることを意味する。補論において示されるように，排出税，排出量規制そ

( 9 ) Dockner and Van Long (1993) や Van der Ploeg and de Zeeuw (1992)を参照。
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れぞれの政策ゲームにおいて，安定的な線形フィードバック解が一意に存在し，排出税ゲームの場

合には均衡排出税率が

泰 ひ ⑶ ：メ + 5y ++93返 -

ん ョ ( ， + 2 編 + 9 ) 2 — ル + 2 微 ユ ア  ( 1 6 )

a M  +  2)(17<f> +  27 )A z
< 0

B r ~ ( r  +  d)(f)(5(P+W ~  I 彡 +  3)2(16 0 +  27) Ar 

と求められ，排出量規制ゲームの場合には均衡排出量基準が

n (Q\—fj (<̂ \— ̂ 0(^ +  2)2 +  (0 +  l)(0 +  3)2Bg | !){(/)-\-i)2Ae C，
6h^ ) - U f^ ) - が30 2 + 110  +  9 ) 十が3ダ+ 1 1多 +  9) \

パ— （r +  2 幻 0 (302+ 110  +  9)2 
儿 = W + W

v/(r  +  2^)202(302+ 110  +  9)4+ 4 M 0  +  3)2(302+ 110  +  9)V  , n 
~~ 2(0 +  3)2^  "く0，

诊三8が+ 3 9が+ 580  +  27，

  +  2)(503+ 2 7 + 4 7 ^ +  21)A e
(V + (5)0(3が+ 110 + 9)2—(0 +1)(4 + 3)2(802+ 310 + 27)^4eB e 11 < 0

(17)

と求められる。

以上の結果に基づいて，S F N E における環境の質および厚生水準を比較しよう。まず，それぞ 

れの均衡における汚染のフロ一量は，

E ( th( S \  rF(S)) =  4如 ( H : g ) + g 版 .
2、0 +  3) A t -d S

E ( d H( S )，dF(S) )  = 2ひ彡(0  +  2)2 +  2(彡 + 1)(彡+  3) jDe 
0(3 ダ+  114 +  9)

が50 +  9)

2(彡+ 1)(彡+ 3)2A  
0(3が+ 110  +  9) 5

(18)

(19)

と，やはり S の線形関数で表される。計算により，

d E ( rH(S),  tf(S) ) ノ dE(eH(s), eF(s))
dS \ dS E ( r H(0)y rFm > E ( M 0 \  fc(0))

が成立することが確かめられるので，図 1 に描かれるように，排出税ゲームにおける均衡汚染フロ

(10) Tsutsui and Mino (1990) の議論を応用することにより，本モデルにおいても非線形のSFN Eを 

求めることが可能である。しかし，非線形フィードバック解は無限に存在するため，政策効果の比

較という本節での目的のためには，線形のSFN Eに焦点を当てるのが適当であろう。
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E 本

図 1 均衡汚染フ ロ ー の 比較

一のプロフィールは排出量規制ゲームにおけるそれよりも一様に上方に位置する。よって 3 = 0 と 

なる定常状態における汚染ストックは，前 者 に お い て よ り 大 き く な る こ の 結 果 は ，直 

観的には以下のように説明される。前節で議論したように，各国政府は，その環境政策の強化によ 

り他国がレント収奪効果とただ乗り効果という便益を受けることを認識しているため，環境政策を 

緩めに設定する誘因をもつ。 しかし，政策手段が排出税の場合と排出量規制の場合とを比較すると， 

レント収奪効果に関しては後者の場合，外国企業による排出防止努力を促す分，その効果が前者に 

比べて小さくなると考えられる。また，ただ乗り効果に関しても，前者の場合は自国企業の汚染を 

減らすための政策が外国企業による排出増加という逆の反応を引き起こすが，後者の場合にはその 

ような反応が起こらない。以上の点より，排出税のケースの方が環境政策を緩めに設定する誘因が 

大きくなるといえる。

次に，均衡における各国の厚生水準について見てみよう。これに_ しては，排出税と排出量規制 

とのどちらがより大きな厚生水準を各国にもたらすかはケース• バ イ • ケースとなる。図 2 では， 

パラメタ一の特定化の下， 2 つのケースについて厚生水準が比較されている。ケ ー ス （a ) は， 自 

然の浄化作用である5 が大きいケースを，一 方 （b ) は 5 が小さいケースを，それぞれ想定してい 

る。前者においては排出量規制の方が，後者においては排出税の方が，それぞれより高い厚生水準 

を実現する。厚生水準に閨するランキングの逆転は，S の値以外にも，割引率 r レが大きい場合 

には排出量規制の方が，r が小さい場合には排出税の方が，それぞれ高い厚生を実現する）および汚染か 

らの不効用の程度を表すパラメター" （バが大きい場合には排出税の方が，"が小さい場合には排出量

— -2 3 0



(a )ぶ= 3 のケース (b )谷=0.05のケース

図 2 厚生水準の比較（a =  100,及=8, #= 5 ,  r =  0.05)

規制の方が，それぞれ高い厚生を実現する）の値に関係する。これらの結果もまた、戦略的相互依存 

関係から説明することが可能である。環境の質や将来の厚生が重要視される場合、あるいは環境汚 

染が自然の力で減少しにくい場合、各国政府はより厳しい環境政策を企業に課すことになる。 しか 

し，各国の政策手段が排出税の場合には，これまで見てきたように，排出量規制に比べて緩めの政 

策が設定される。 したがって，前者においては企業の利潤が後者ほど低下しないため，厚生水準も 

後者に比べて高くなると言える。

5 国際政策協調

3 節および4 節の議論から， 自国と外国がそれぞれ国益を追求して環境政策を実施した場合，得 

られる結果は政策手段によって異なることが明らかとなった。本節では，両国が政策協調を行った 

場合の結果について述べたい。

ス> 0 を外国の相対的な交渉力とすると，両国政府の目的関数は，厚生水準の加重和队 + ス齡 

となる。排出税，排出量基準をそれぞれ政策手段としたときの価値関数をそれぞれ忆 (幻，R ⑶  

とおくと，オイラー方程式は，排出税を両国が用いた場合には

—  [の +  — （r + 幻 (20)

で，排出量規制の場合には

— ニ ー +  — レ +  さ) F ;(S) (21)

で，それぞれ表される。各国が国益を追求した場合とは異なり， （20)式および (21)式には，レント
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収奪効果もただ乗り効果も含まれず，また環境ダメ一ジも両国の限界的環境ダメージの加重合計の 

形で表されている。つまり，環境政策の国際協調は，政策手段の選択に関わらず，環境ダメージを 

正しく反映した政策の経路を実現することになる。

前節の特定化の下で協調解を求めてみよう。 自国と外国は対称的なので，ス と す る 。国際協 

調の下での各国の厚生は，用いられる政策手段に関わらず

士  Vc( S)  = Y  Vc(S)= 令  s 2+ 管 s  +  导 ，

」 _ ( r  +  2^)^(4^ +  9 ) - y ( r  +  2 W ( 4 ^  +  9)2+ 1 6 M 0  +  3)2(40 +  9y rn (22)
/ i c= —  - -  4(0 +  3)2 ，

d _  ______ 2a^>(^-\-2)Ac r  _  ゲ0 (0  +  2) +  2如 (0 + 2 )B c+ ( 0  +  3)2所 、n
B c =  (r  + 幻 0(40 +  9) — 2(彡+  3)M C ’ c— r0(40 +  9)

となる。汚染のフロー量もまた，政策手段とは無関係に

U S )  =  E C( S ) =  2ひ ま ぶ ぬ で ■  +  [ 2ぬ f  9f — +  ⑵ )

となる。これらの値を，前節で分析した非協力のケースと比較すると，国際協調はより少ない汚染
(11)

とより高い厚生水準を各国にもたらすという，標準的な結果を得る。これは，各国が国益を追求し 

た場合に比べて，高い排出税率および厳しい排出量基準を設定するためである。

6 お わ り に

本稿は，国際寡占競争に直面する企業の生産によって発生する環境汚染が，時間および空間を越 

えて各国に影響を及ぼすという状況における，政府間の環境政策ゲームを考察した。本稿の分析で 

得られた結果を簡単にまとめると，以下のようになる。

♦ 自国政府が環境政策を強化すると，外国は市場レント収奪効果と政策のただ乗り効果という2 

つの面でその政策変化を戦略的に利用して利益を得る。各国政府が国益を追求する場合，この 

ような外国の戦略的行動を考慮に入れて政策を決定するため，実施される環境政策は社会的に 

見て最適なレベルを達成しない。

( 1 1 ) なお，この場合の目的関数はあくまでも自国と外国の厚生の合計であって，第三国を含めた世界 

全体の厚生ではない。したがって，自国と外国が協調して決めた政策が必ずしも第三国にとって最 

善のものとはなっていないことに注意する必要がある。
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♦ この戦略的効果は，各国が政策手段として排出税を用いたときの方が，排出量規制を用いたと 

きよりも大きくなるので，結果として各時点での地球規模の汚染フローおよび定常状態での汚 

染ストックも大きぐなる。厚生水準に関しては，各国の地球規模の汚染からの不効用の大きさ， 

割引率，および自然浄化率に依存して，排出税下の方が望ましくなることも排出量規制下の方 

が望ましくなることもあり得る。

♦ 環境政策の国際協調が行われる場合，上記の戦略的効果は存在せず，採用される政策手段に関 

わらず環境ダメージを正しく反映した環境政策が実現する。

以上の結果は，単純な理論モデルによって得られたものであり過大に評価すべきではないが，環 

境政策の国際協調が困難な状況においては各国が採用する環境政策の種類によって長期的な効果が 

異なるという点は，環境政策の立案および実施に関して若干の示唆を与えるものであると言えよう。 

本稿では一貫して両国が同じ政策手段を用いることを仮定してきたが，現実的にはアメリカ合衆国 

とヨーロッパ諸国とのように，一方の国は排出量を規制するような政策をとり，他方では課税によ 

る環境政策を実施している下で国際競争が行われている。このような世界について分析することも 

本モデルの今後の拡張として挙げておく必要があろう。また，本モデルはあくまでも，財•サービ

スを通じての国際間の相互依存関係と国際的な環境問題を通じての相互依存関係を動学ゲームモデ
(12)

ルの枠組みで統合的に分析する試みの出発点であり，異なる市場構造や貿易構造も含めて，今後さ 

らに詳しく検討していく予定である。さらに，本稿では排出削減技術に関しては時間を通じて不変 

であると仮定した。現実にはさまざまな産業において，より環境負荷の低い生産技術への転換を目 

指して研究開発が進められている。環境関連技術の水準を内生化した上での環境政策の評価につい 

ても，今後の課題としたい。

補 論

この補論では，第 4 節の linear-quadraticケースにおける線形フイードノくック•ナッシュ均衡を 

導出する。導出の仕方は，政策変数が排出税率と排出量基準のいずれであっても同様なので，以下 

では排出税ゲームの均衡に焦点を当て，排出量規制ゲームについては省略する。

関数の特定イ匕により，H JB方程式(7)は

(12) Brander-Spencerモデルとは異なる設定の下で寡占的な貿易モデルに環境政策を導入した文献と 

して，Kennedy (1994)が挙げられる。彼のモデルにおいては，完全競争の状況も特殊ケースとし 

て分析に織り込まれている。
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r K - ( S ) ^ m a x | 2认れてi + てヤ“ 2てi+ r》= M

- 普 S 2+ F ;(S )  _  —(マ 严 れ ) - 怒 }， i 卜 H ，F ，j キi (A .l)

と書き換えられる。 自国および外国の（A . l )式をそれぞれ rル ひで最大化し，整理すると

て产 ” ' 9 ぬ⑶ + 成姐 ’ i，j = H ，F ， j キ i ( A .2)

を得る。 （A .2 )式を（A . l )式に再び代入して整理すると， t ^ ( S )と ^ (S ) を未知関数とする微分 

方程式体系が導出される。フィードバック • ナッシュ均衡を求めるというこどは，結局のところ， 

この未知関数を求めることに他ならない。

自国と外国は対称的であると仮定したので，価 値 閨 数 を +  +  C とす

る。ここで，A ,  B ，C は未知変数であり，任意の S X )に関して前述の微分方程式を満たす必要 

がある。価値閨数が2 次閨数であると仮定したことより，このことは以下の式が満たされることを 

意味する：

S2 の 項 ：- ( 1 您 6/9 ? .1 2 +  ( 1  +  か + 普 ^ ， (A .3)

S  の項：レ +  伽 - （針 3)2(16針 27j g ^ 9y  +  2)(17針 27)-か 0, (A .4)

—料 衍 • ^  Q  +  3)2(160 +  27)が + 2 4 ( 0  +  2)(174 +  27)5 +  ^ ^  +  2)(40 +  9) _ n ^
疋数項 . r C   20(50 +  9)2 —U. 1

(A .3 )式を 4̂ について解くと，

a —( r +  2幻が50 +  9)2± V ( r+ 2 幻2が(50 +  9)4+ 4伽 (0 +  3)2(50 +  9)2(160 +  27) fA ぬ
A ~  2(0 +  3)2(160 +  27) ；

となる。ここで，A > 0 は排除されなければならない。このことを示すために，A ’ を（A .6)の正の 

値としよう。 （A .1 )式および (A .2 )式よりわかるように，汚染ストックは

(A -7)

の率で成長していくので， 段 幻 の 2 次の項は 2 ^ / ^ S = 4(0 +  3)2/[0(50 +  9)]A’一がの率で成長 

していく。 しかし， (A.6)式より  メH [ ( r  +  2 幻が 50 +  9)2]/[(0  +  3)2(160 +  27) ]な の で，4(0 

+  3)2/[0(50 +  9)]A’ —2さ一 r  > ( 厂+ 2 さ)(4彡 + 9)/(160 +  27)〉0 となり， lixnt-^e  ⑴ ）は発散

してしまう。このことは，A = A ，> 0 のときに境界条件 (8)は満たされないことを意味する。 した 

がって，A < 0 のみが採用される。この値が本文のA r である。また，このとき明らかにゴ̂Vぶく 

0 が成立するので，線形フィードバック•ナッシュ均衡は安定的であることが分かる。 が求
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められれば， （A .4 )式より召=  J5r が， （A .5 )式より C = C V が，それぞれ求められる。

(東北大学経済学部助手)
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